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Creating a Megacity in Central Gunma
-A Perspective Focusing on Introducing the Doshu System

and Promoting Economic Cooperation among the Areas Surrounding the Japan Sea-

 Takashi TODOKORO

　　Japan's foreign trade has been shifting emphasis from the Pacifi c Rim regional economic 

cooperation to that among the areas surrounding the Japan Sea. The former has had the U.S. as 

its chief axis, while the latter has been intensifi ed by the rapid rise of Chinese-speaking countries' 

economies including China, Taiwan, Hongkong and Singapore.

　　Under those trade shift, port businesses in Hongkong and Shanghai in China, Pusan in Korea 

and Gaoxiong in Taiwan have been growing, while those in Japan have been sluggish.  There is a 

serious concern that Japan might lose substantial amount of domestic businesses and Japanese 

industries might be hollowed out in international trade and investment.  The following fi ve policies 

should be implimented to address the concern and revitalize Japan as a whole:

　　(1) Beefi ng up Japanese port facilities located along the Japan Sea

　　(2) Coordinating and facilitating interactions between the Pacifi c Rim regional economic block 

and the economic block surrounding the Japan Sea

　　(3) Transforming Japan into a more decentralized country with regional and municipal 

governments having more administrative authority transterred from the national 

government 

　　(4) To realize (3), creating megacities by realigning and coordinating the partnerships among 

the present municipalities on equal terms, not in the hierarchical relationship among them 

with the biggest municipality at the top and the smaller the lower

　　(5) Formulating the so-called doshu system of larger regional administrative units by  

integrating present Japan's Pacifi c coast regions and the Japan Sea coastal regions and 

creating megalopoleis
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　　In order to realize those fi ve policies for nationwide revitalization, it is essential as a pivotal 

national strategy to formulate a shu, a larger regional administrative unit, in central Japan by 

integrating the northern part of the Kanto region and the Shinetsu region.  In other words, one 

of the national axes, the one connecting Japan's Pacifi c coast regions and the Japan Sea coastal 

regions, can be created by taking advantage of existing Northern Kanto Expressway and Jo-shin-

etsu Expressway.  A megalopolis in Northern Kanto and Shin-etsu region can also be created 

by integrating and networking cities in Central Gunma, namely, Maebashi, Takasaki, Isesaki, 

Shibukawa, Fujioka and others, on equal terms and capitalizing on their strengths, into a megacity.  

１．日本を取り巻く経済環境の変化と群馬県央地域の位置

　日本の貿易構造は近年急速に変化している。これまでアメリカ合衆国を主軸に環太平洋経済圏が

中心であった。しかし、アジアとりわけ中国語圏（中国・台湾・香港・シンガポール）の台頭で環

日本海経済圏が伸長し、日本との関係も急速に高まってきた。たとえば、日本の輸出総額に占める

アメリカ合衆国の割合は 1990 年の 32％から 2005 年には 23％に低下したのに対し、中国語圏の

割合は 16％から 30％に増加した。また、日本の輸入総額に占めるアメリカ合衆国の割合は 1990

年の 22％から 2005 年には 12％に減少し、他方で中国語圏の割合は 11％から 26％に増大してい

る。このため 2005 年における日本の貿易総額に占める比重も、アメリカ合衆国の 17.9％に対し、

中国語圏は 28.2％と多く、アジア全体では 46.6％を占めるまでになった。

　こうした貿易構造のアジアへのシフトは、物流の流れが環太平洋経済圏から環日本海経済圏へと

変化してきていることを意味する。それは、太平洋岸の港湾が空洞化しつつあることからも知られ

る。2004 年におけるコンテナ取扱量による世界の港湾ランキングを見ると、第１位は香港、第２

位がシンガポール、第３位上海、第４位深 、第５位釜山、第６位高雄、第７位ロッテルダム、第

８位ロスアンジェルスとなっており、第１位から第６位までが日本に近接するアジアの港湾である。

日本では、太平洋岸の東京港で 20位、名古屋港 27位、横浜港 31位、神戸港 32位に過ぎず、環

日本海経済圏が活況を呈しているにも係わらず、日本海沿岸の港勢は非常に弱い。しかし、数字的

には 1995 年から 2004 年までの外国貿易コンテナ貨物量は、年平均伸び率で全国平均が 4.6％で

あるのに対し、日本海沿岸港のそれは 13.4％と全国平均を大きく上回っている。

　日本海沿岸港の外国貿易コンテナ貨物量年平均伸び率が伸びているといっても、日本海沿岸に太

平洋岸のように施設の整った港湾があるわけでない。そのため、日本海沿岸の日本の港から香港・

上海・釜山・高雄などに中小貨物船で日本の物資を運び、そこから世界へ輸送する展開となってい

る。こうした状況を放置していては、日本の経済力を中国語圏や韓国・ロシアに転化させ、日本全

体の空洞化を招く恐れが高い。

　これを避けるには、環日本海経済圏の発展を見据えた日本海岸における港湾施設の増強が不可欠
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である。しかし、それを日本海側で行うだけでは効果が薄いと考える。日本は明治以来の工業化社

会の構築を環太平洋経済圏中心で行ってきた。それだけに太平洋岸の経済力と施設を有効利用する

必要がある。環太平洋経済圏と環日本海経済圏を連携させ、その相乗効果の中で日本全体の産業再

生・港湾機能の再活性化を図ることが効果的であろう。そのためには、かかる環境変化に対応した

国土構造への再構築が欠かせないと考える。

　ところで、平成の大合併で 1999 年に 3,232 あった市町村は合併により 2008 年 5月には 1,788

になった。こうした市町村合併の進展で自治体の基礎体力が増強され、多くの市町村が自律発展型

自立地域への道を歩み出した。他方で、市町村合併による自治体の基礎体力増強は、都道府県のあ

り方をも変え、道州制への道を開くことになりつつある。国の地方制度調査会は道州制への基本的

な考え方を示し、自民党など政党からも考え方が出されてきている１）。      

　産業革命時代から情報革命時代へと時代は大きく構造転換した。こうした時代の転換期には新た

な国土形成哲学のもとで、新たらしい日本国のかたちを創る必要があると筆者はこれまで主張して

きた。それを実現するには首都機能移転が欠かせない。農業社会の首都は京都にあったが、明治以

降の工業化社会を先導したのは首都・東京である。京都が首都のままであったら、京都の風情は破

壊されたと共に、先進工業国としての日本の発展はなかったであろう。情報社会に適した形態の首

都をしかるべき地域に創造することが、新たらしい日本国のかたちを創る要となる。そのためには、

明治初年に制度化された都道府県制度を道州制に改変する必要がある。

　首都機能移転や道州制への移行は、東京中心の中央集権型国土構造を、知識情報化社会に適した

分権型国土構造に転換させるためでもある。すなわち、国土構造・地域構造を階層型から規模の大

小にかかわらず互恵平等の水平ネットワーク型へと変え、東京など大都市への人材供給地から地方

は脱却しなければならない。また、新たな国のかたちを創る市町村合併や大都市制度・道州制の検

討には、(a) 行財政の視点、(b) 生活圏・経済圏の視点、(c) 地域経済・地域振興からの視点が必要

となる２）。そのためには行財政基盤を強化し、情報化社会の生活圏・経済圏に適した「大都市化分

都市化型まちづくり」３）に基づく国土形成哲学を打ち立てねばならない。

　本稿では、かかる視点から群馬県央部に大都市化分都市化型都市を創造し、環太平洋経済圏と環

日本海経済圏の連携による地域活性化方策とその相乗効果による日本全体の産業再生・港湾機能の

再活性化方策を検討する。また、新たな地域間結節構造の構築により、この地域における道州制の

あり方や国土形成哲学について考えたい。

２．経済指標から見た群馬県央地域の地位と構造

　前橋・高崎を中心とした結節地域（広域都市圏）としての前橋市、高崎市、伊勢崎市、渋川市、

藤岡市、安中市、富岡市、富士見村、玉村町、吉井町、吉岡町、榛東村をここでは群馬県央地域（県

央百万都市）と位置づける（図１）。その上で、群馬県央地域の経済状況が同規模政令指定都市や
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近隣の主要都市、近隣都県に比べどのような状況にあるのか見てみる。ここで取り上げる経済指標

は、人口、小売り販売額、卸売り販売額、工業製品出荷額である（表１～４）。

　分析は 1985 年、1995 年、2005 年を基軸にほぼ 10年ごとの増減率と立地変化率で行った。立

地変化率はアメリカの地理学者フックスが工業立地変動を知るために考案した計算方法４）を用い

た。これは一定空間内において、各地域の工業活動の相対的な地位の拡大・縮小を示すもので、筆

者は日本全国を一定の範囲として他の経済指標にもこの計算方法を応用している。立地変化率は次

のように見ることができる。すなわち、人口の場合、全国の人口増加率と群馬県央地域の増加率が

同じなら、たとえ人口が実数で増加していても 0％となり、拡大も縮小もしなかったことを示す。

他方、実数で人口が増加していても全国の伸びより低ければマイナスの数字で表され、相対的に地

位が低下したことを表す。

　１）政令都市の要件を満たす人口 125 万の群馬県央地域

　群馬県央地域の人口は 2005 年現在 125 万人で、さいたま市や仙台市、広島市を上回る規模と

なる。面積的に見ても、仙台市、広島市と同規模であり、政令指定都市の札幌や静岡より小さい。

また、群馬県央地域内では中心都市に人口の減少傾向が見られるものの、郊外部での人口増加は全

国的に見ても大きい（表 1）。その結果、群馬県央地域全体の立地変化率は、1985 ～ 95 年で 2.3％、

15km
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図１　群馬県央百万都市地域とDID（戸所隆作成）
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1995 ～ 2005 年でも 0.9% と立地拡大を示す。他方、静岡や金沢は 1995 ～ 2005 年にそれぞれ▲

1.6%、▲ 3.7% の立地縮小となっている。このように群馬県央地域は、人口面では他の活力ある政

令指定都市に劣らぬ状況にある。

　２）立地拡大する群馬県央地域の小売販売額

　85～ 94 年における全国小売り販売額はバブルの影響もあり、85年の 101.7 兆円が 94 年には

143.3 兆円へ 40.9% も伸びた（表 2）。しかし、その後はバブル経済の崩壊で、94 年の 143.3 兆

円が 04年には 133.2 兆円へ 7.0% も減少している。群馬県央地域も全国の傾向と同様に 85～ 94

年では 46.6% と大きく伸びたものの、94 ～ 04 年には 2.5% の減少を見た。しかし、他地域に比

べ群馬県央地域の消費は堅調で、立地変化率は 85～ 95年で 3.9%、94 ～ 04 年でも 4.6% を示し、

相対的には立地拡大している。

　85～ 94 年は前橋や高崎など都市部でプラスの立地変化、郊外部でマイナスの立地変化を示す

（ ）市町村区域は 年 月現在 戸所 隆 作成2007 3

表１　人口の立地変化
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ところが多かった。しかし、この傾向は 94 ～ 04 年になると逆転した。すなわち、前橋におけ

る 94 ～ 04 年の立地変化率が▲ 1.9%、高崎が▲ 3.4% であるのに対して、富士見 41.7%、吉岡

57.2%、伊勢崎 21.4%、玉村 19.2%、吉井 17.1% など周辺部の立地拡大が著しい。これは、都市

部に集中していた小売商業機能が、郊外型大型商業施設の立地により分散してきた結果である。な

お、郊外型大型商業施設の立地が群馬県央地域の多核心化を進め、県央地域を後述する大都市化・

分都市化型都市構造へと構造転換させてきている。

　ところで、94～ 04年における群馬県央地域の小売販売額立地変化率は 4.6% の立地拡大をした。

さいたま市も 0.9% と僅かに立地拡大しているが、新潟市は▲ 19.9%、静岡市▲ 10.7%、広島市▲

10.1%、宇都宮市▲ 2.1%、仙台市▲ 1.7%、金沢市▲ 3.5% と軒並み立地縮小である。04年の年間

小売販売額も群馬県央地域は 1兆 3850 億円あり、さいたま市の 1兆 1406 億円、仙台市の 1兆

2464 億円、広島市の 1兆 3748 億円を上回り、新潟市の 7018 億円よりかなり多い。

　このように群馬県央地域は、消費面から見ても既存の政令指定都市に劣らない中心性を持ち、そ

のポテンシャルも高い。

表２　小売販売額・立地変化

（百万円） （百万円） （百万円）

1.9

19

（経済産業省：商業統計表より戸所隆作成）
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　３）堅調な群馬県央地域の卸売販売額

　85 ～ 94 年における全国の卸売販売額は、小売り同様にバブルの影響もあり、428.2 兆円から

573.1 兆円に増加し、33.8% の伸びを示した（表 3）。しかし、94～ 04 年のそれはバブル経済の

崩壊で 29.3% の減少となり、573.1 兆円から 405．4兆円へと大幅に減っている。こうした中で、

群馬県央地域の卸売販売額は 85～ 94 年に実数で 18.4% の伸びを示したものの、立地変化率では

▲ 16.0% と大きく縮小した。その後、バブル経済の崩壊で 94～ 04 年の卸売販売額は全国的には

29.3% の減少を見たが、群馬県央地域は 3.6% の減少に留まり、立地変化率では 3.5% の拡大となっ

た。

　この時期に、立地拡大した全国の主要都市域は少ない。新潟市は▲ 28.6%、静岡市▲ 35.0%、広

島市▲ 21.9%、仙台市▲ 28.6% と軒並み 20％以上も立地縮小をした。そうした中で 3.5% の立地

拡大した群馬県央地域は特異な存在といえる。しかし、群馬県央地域内部には大きな格差が見られ

る。94～ 04 年に立地拡大したのは前橋 23.3%、伊勢崎 16.3% で、かつての卸売業の中核都市高

表３　卸売販売額・立地変化

（百万円） （百万円） （百万円）

経産省：各年次・商業統計表より戸所隆作成）（
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崎は▲ 21．3％と立地縮小を示す。前橋の伸びは、この時期に急成長したヤマダ電機本社の存在

がある。小売業とはいえグループ全体で 1.5 兆円規模の売り上げを持つ本社は、全国展開する店舗

網への卸機能を持つ。これが 94年に比べ 04年に前橋の卸売り販売額を 300 億円も増加させた大

きな要因といえる。

　群馬県央地域を発祥の地とする優良企業は多数存在する。しかし、規模拡大に伴い本社を東京に

移してきた歴史があり、また移そうと計画中の企業もある。これを避けるには、群馬県央地域が一

つにまとまり、日本全国・世界各地から認知される都市形成・基盤整備を充実させ、税収をもたら

す優良企業の域外流失を防ぐことが緊要の課題となる。

　４）仙台・新潟の約 4倍の製造品出荷額を持つ群馬県央地域

　全国の製造品出荷額は卸・小売り同様に、85 ～ 95 年には 265.3 兆円から 306.0 兆円へと

15.3% の伸びを示した（表 4）。しかし、バブル経済の崩壊で 95 ～ 05 年のそれは 306.0 兆円か

（百万円） （百万円） （百万円）

経済産業省・工業統計表より戸所隆作成）（

表４　製造品出荷額・立地変化
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ら 295.8 兆円に 3.3% の減少を見ている。こうした中で、群馬県央地域はバブル期もバブル崩壊後

も全国平均を上回る伸びを示した。すなわち、群馬県央地域における製造品出荷額の立地変化率は

85～ 95 年で 1.1%、95 ～ 05 年には 6％も拡大し、バブル崩壊の不況期にありながら 05 年には

95年の 3兆 4759 億円を上回る 3兆 5727 億円の製造品出荷額を出している。

　群馬県央地域としては伸びたものの、地域内では構造的な工場立地変化が見られる。高崎・前橋

からキリンビール・日本たばこやダイハツ車体など大企業が撤退するなど中心都市は立地縮小して

いる。他方、周辺都市や郊外部で立地拡大しており、小売業同様、工業でも分散化が進みつつある。

すなわち、群馬県央地域は一体化を強めつつ多極化しており、大都市化分都市化型都市構造への転

換の進展が知られる。

　他の類似都市における 95～ 05 年の製造品出荷額では、新潟が 3.3%、宇都宮が 0.8% の立地拡

大をみたが、他の都市は立地縮小となっている。すなわち、さいたま市は▲ 31.9%、静岡市▲ 9.5%、

広島市▲ 6.1%、仙台市▲ 6.1%、金沢市▲ 9.0% である。また、05年の製造品出荷額は、群馬県央

地域の 3兆 5727 億円に対し、さいたま市 8309 億円、新潟市 9272 億円、静岡市 1兆 6222 億円、

広島市 1兆 9153 億円、宇都宮市 1兆 6025 億円、仙台市 8466 億円、金沢市 5433 億円といずれ

も群馬県央地域より相当少ない。

　このように群馬県央地域の製造品出荷額は、立地拡大するだけでなく他の政令指定都市に比べ規

模も大きい。たとえば、マツダの主力自動車工場が集積する広島市に比べても、群馬県央地域の製

造品出荷額は 1兆 6574 億円も多く、宇都宮市の 2倍強である。他地域から富を吸引できる域外

市場産業の多い製造業における群馬県央地域の強さは、ほとんどの国民に認知されていない。この

強さを活かせる都市形態を創り、情報発信することが、この地域の工業力を更に高め、これまで以

上に高度な都市中心機能を集積させる力を生み出すことに繋がる。

３．知識情報化社会における政令指定都市の必要性

　１）群馬県央地域の経済力を維持拡大させるために

　以上のように、群馬県央地域の商業力・工業力は人口 100 万前後の政令指定都市に比べて遜色

なく、むしろ優位に立つ。その強さは一朝一夕にして形成されたものでない。群馬県央地域には蚕

糸業の伝統を引き継ぐ地場資本企業が多く、その基盤の上に明治以降の群馬経済が形成・発展して

きた。またその伝統を活かして群馬県は、群馬県央地域を中心に明治以降の工業化社会を生き抜い

てきたと言える。それは新潟県と比較すると理解しやすい。

　明治初期までの農業社会をリードした新潟県の人口は、明治期まで日本一であった。明治 17年

の新潟県人口は 158 万で、群馬県の 63万の 2倍強を擁した。しかし、今日の新潟県人口は 248

万に対して群馬県は 202 万であり、その差は縮小している（表 5）。また、両県の工業従事者数は

ほぼ同じなのに、製造品出荷額において群馬県の約 8兆円に対して新潟県は 4.7 兆円で、その差は
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2倍近い。このように生産額・生産性における群馬県の強さは、蚕糸業を基軸に工業化社会の構築

に適応できた結果である。他方で、農業社会から工業社会への転換に対応しきれなかった姿が、新

潟県といえる（表 6）。

　工業社会から知識情報社会への転換の可否が地域にとって大きな今日的課題である。知識情報社

会における重要な都市機能は、政治行政・経済・文化に関する中枢管理機能となる。これらは札幌・

仙台・広島・福岡などの広域中心都市に集積し、群馬県央地域には少なく、むしろ近年はさいたま

市や東京に吸引されつつある機能である。こうした知識情報化社会に重要な機能集積ができ、知識

情報化社会への転換を先導できる政令指定都市級の都市形成が 21世紀を生き抜くためには不可欠

と言える。

　２）地域イメージ・ブランド力を高める百万都市

　国際化・情報化・ボーダーレス化の進展する地方分権時代には、地域認知度の向上が重要となる。

今日の地域づくりは世界規模の競争の中で行われており、多くの人から認知されない地域には、人

も来なければ投資も起こらない。旅行、買い物、投資など人間が行動する際には、まず旅行先や購

入商品、投資先の状況を認知する必要がある。旅行先や商品を知る（認知）ことではじめてその地

域へ行きたい、その商品を買いたい（同化）と思うようになり、その思いが強くなることで、現実

に旅行へ行ったり、商品を購入する（行動）ことになる。すなわち人間が行動するには、その対象

に関して「認知→同化→行動」の展開が必要である。同様に都市が多くの人・物・金・情報を集め、

活発に交流・発展するには、その都市が良い意味で多くの人々に認知・認識されなければならない。

政令指定都市には、全国規模の企業の支社が概ね立地する。また、多くの地図に地名表記され、全

表５　新潟・群馬両県の人口変遷（内務省統計局資料・国勢調査）

表６　新潟・群馬両県の製造業変遷（通産省等・工業統計表）
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国民のみならず世界の人々から認知されやすくなる。

  日経リサーチの 2006 年「地域ブランド戦略サーベイ」結果によると、群馬県は国民の地域ブラ

ンド認識において 43位と低い。群馬県や前橋・高崎などの低い認知度を示す調査結果は、これま

でにも多く出ている。経済力や観光資源などの地域資源に恵まれた群馬県の認知度が低いのは、東

京の陰に隠れ、独自性を発揮できないためといえる。この状況の打開には百万都市・政令指定都市

の創成が最も効果的であろう。現に、さいたま市の発足で前橋・高崎以上に認知度の低くかった浦

和・大宮が脚光を浴び、域外からの投資が増加し、中心機能の集積も進んでいる。

　群馬県央地域は広島や仙台・新潟などの既存政令指定都市を凌駕する商工業パワーを持つ。この

集積を活かし、地域イメージ・地域ブランド力を高めるためにも、群馬県央地域におけるに百万都

市の創成は不可欠である。

　３）都市の行財政力の向上に資する百万都市

　分権化の推進により地方自治体には国や他の自治体を頼らず、自律的に発展していくシステム

の構築が求められている。また、国と対等に行政を遂行できる地方政府へと転換する必要がある。

そのためにメリハリのある行財政運営（人材の確保）とそれを可能にする財政規模が必要となる。

10万人都市が10都市隣接していても地下鉄や新交通システムを建設することはできない。しかし、

それらが合併して一体となれば、地下鉄や新交通システムの建設も夢ではなくなる。金をかけずに

都市力をアップさせる人間の創成力が鍵を握る。

　さらに、地方自治体における政策立案能力の向上と自主財源の新たな創出とその拡大、地域経営

力の増進が不可欠である。これを真に実現するには、一定の範囲における百万規模の都市が必要と

なる。群馬県央地域はそれを実現できる基礎的条件を持つ。地方自治体の組織を新しい時代に対応

した交流性のある組織に変え、地域性豊かな政治・経済・文化を生み出すための大都市化分都市化

型都市構造となる合併が求められる。

  ４）道州制を見据えた中核都市形成の必要性

　平成の大合併が一段落した後、政府の地方制度調査会や自民党などで道州制論議が粛々と進めら

れている。道州の枠組みを決める際に、都市配置状況や州都をどこにするかが大きな決定要因とな

る。日本の場合、これまでの政治姿勢や国民性から、アメリカ合衆国のように小都市を州都に選定

する可能性は極めて低い。大きな都市なら誰もが納得するとの日本的論理から、道州内の最大都市

が州都に選定される可能性が高い。

　現在提案されている群馬県の関係する区域案では、「関東・山梨」、「北関東 3県・埼玉」、「北関東・

信越」などがある。これらの枠組みを考えた時、少なくとも群馬県央地域に百万都市を創成しない

限り、群馬県域に州都の芽はないといえよう。群馬県央地域は次節で見るように国土構造的に重要

な位置にある。従って、北関東・信越地域全体の今後の発展のためにも、地域の要となる中核都市
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の創成が必要となる。

　政府の第 28次地方制度調査会では、道州制と同時に大都市制度の検討も進められた。これは、

分権化と道州制に対応した大都市制度の改変や新制度創設を必要とするためである。こうした動き

に対応した地域発展を先導する都市づくりを、従来の視点とは別に考えることも緊要の課題となっ

ている。

４．群馬県央百万都市づくりの理念と都市構造ビジョン

　１）重要な夢のある都市づくりの理念

　夢 ( ビジョン ) が描けず、未来を感じない地域は衰退する。筆者が 40年以上に渡り地域づくり・

組織運営に関わり、体得した教訓である。夢を持つ人は、夢を実現しようと夢に向かって努力をす

る。そうした行動が実現への希望を導き出す。希望があれば人間は大きな壁にも挑戦を始める。そ

して、いつしか夢が実現するものである。

　最初に描いた夢が実現するとは限らない。しかし、夢を描かずして前進はない。最初に描いた夢

が実現できなかったにしても、夢の実現努力は次のステップへの足がかりとなる。

　群馬県央地域に百万都市を創成することの必要性は高い。また、それを望む人も多い。しかし、

どのような都市を創ればよいのかになると意見が分かれる。都市づくりには多様な価値観を持つ

人々の協力が不可欠である。そのためには共通の夢がなければならない。どんな都市を創りたいの

か、一人一人が夢を出し合い、真摯に語り合う中で、人々の求める都市理念や夢を明確にしていく

必要がある。

　ここに提示するビジョンは多くの人々とこれまで討議したことを踏まえた筆者の想いである。そ

のため、学問的・行政的に合意され、完成されものではない。しかし、地域づくりには夢とも言え

る地域の将来像・あるべき姿を仮説として提示し、それに向かって政策立案・政策決定・執行をし

なければならない。そのためにはたたき台としてのビジョンを基に、関係者が共有できる夢・県央

百万都市創造ビジョン（仮説）を構築し、その実現に向かって関係者が努力しない限り、地域政策

は無となり、夢も実現しない。

　２）県央百万都市づくりの理念

　県央百万都市づくりの理念としては次の事項を提案する。

　　①東京に依存しない自律発展型自立都市の構築

　東京に依存した経済構造や人的配置を続ける限り、優秀な人材や高次経済機能の東京への流失は

避けられない。群馬で育成した企業の本社や人材が群馬に戻り、群馬に本拠を置き、安心して暮ら

せる都市基盤・生活環境を構築する。
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　　②東京に対する危機管理バックアップ都市

　群馬県央地域は首都東京から 100kmの位置と近接しているものの、東京大震災や様々な危機に

際して同時被災を避けられる距離にある。また、この距離は東京との関係を強く持ちながらも、東

京 60km圏のように日常的に東京と一体的な経済活動が行える位置ではない。それだけに、有事

の際の危機管理バックアップ機能を立地させる地域として重要となる。東京とは一線を画しながら、

首都機能や経済・文化機能の一部を分担することで、中心機能の集積を図れる。

　　③バランスの取れた商・工・農・サービス・観光・情報機能の配置

  群馬県央地域の商・工・農・サービス・観光機能には、まだ工業化社会の色彩が強く残っている。

これを知識情報化社会に適した商業・工業・農業へに転換しなければならない。同時に、自律発展

型自立都市を構築するためにもそのバランスを図る必要がある。特に、この地域は農業生産も活発

であり、食料品の価格動向や食料自給率の向上を勘案しつつ、知識情報社会型農業のモデル都市を

目指すことができる。

　　④詩と音楽のある街

  前橋の詩、高崎の音楽を核に群馬県央地域の自然・人文条件を活かした芸術の創造できる街にす

る。そのためのアカデミーや情報発信システムは、東京に対する危機管理バックアップ機能をうま

く活用すればよい。それによって創成される魅力で多くの人が吸引できる。

　　⑤公共交通を活かした歩いて暮らせるコンパクトなまち

　広域から多くの人・物・金・情報を吸引し、交流の活発な拠点都市化するには、自家用車中心か

ら公共交通中心の街にすることが必要条件となる。また、快適で利便性の高い個性豊かな多くのコ

ンパクトなまちへと集落再編成を行い、それらを公共交通で結ぶ。車社会からの脱却は、消費や行

動の多様化を促し、地域に富をもたらす。

　３）大都市化・分都市化型都市構造の構築による都市構造ビジョン

　　①既存都市核を活かした水平ネットワーク型多核心の都市形成

　群馬県央地域は、それぞれ中心市街地を持つ多くの自治体から構成される。それらは独自の歴史

と地域性を保持するため、相互に連携・協働することで大都市と同様の力が出せるようにすること

が重要である。前橋が上、高崎が上などという時代ではない。特定の都市による覇権的行動は慎み、

中心と周辺の差はあっても多くの既存都市核が同格で、相互に水平ネットワークする多核心型都市

構造の形成が望ましい。

　　②個性ある地域が寄り集まったモザイク都市

　県央百万都市は単なる多核心型都市ではなく、多くの個性豊かな分都市（都市内都市）がモザイ

ク状に集まり、多彩な都市構造を創造する。東京の魅力は丸の内・霞ヶ関界隈、上野、浅草、新宿、

渋谷、品川など多くの個性豊かな分都市の集合体にある。同様に、群馬県央地域にも中小都市の集

合体としてのモザイク型大都市・県央百万都市が望まれる。
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　　③鉄道を都市軸・バス路線を補助軸とした放射・環状軸線都市

　群馬県央地域は面積的にかなり広い。そうした地域に一体性のある大都市を構築するには、鉄道

を基軸とした高速交通体系による都市軸の形成が不可欠となる。後述するようにこの地域は既存鉄

道網を活用して放射環状鉄道網をつくることができる。この軸線上に市街地を集中させ、それぞれ

の駅勢圏に補助的にバス網を整備する。環状鉄道の内側は東京山手線内のように市街地で充填する

必要はない。広い農地や緑地の広がる「放射・環状の軸線都市」が望ましい。

５．新たな国土軸の構築と道州制に対応した県央百万都市の実現

　１）国土構造形成の要を成す群馬県央地域

　前橋・高崎を中心とする群馬県央地域は、古来、本州中央部において東京（太平洋側）と新潟・

北陸（日本海側）を結ぶ幹線交通路に位置する。それは上越・北陸両新幹線や関越・上信越・北関

東自動車道の存在から明らかである。また、東北日本から西南日本へ東京をバイパスして日本列島

を縦貫する幹線交通路としてのポテンシャルも高い。かつての京都・大阪を中心とした徒歩交通時

代は、東北日本から奥羽街道・日光例幣使街道を経て高崎から中山道経由で京都・大阪へ行くルー

トが最短のため主流であった。しかし、その後の東京を中心とした高速交通体系の構築と中央集権

型近代化によって階層ネットワーク型の国土構造が形成され、東北日本から西南日本への主要ルー

トも東京経由の東海道ルートが中心となった５）。

　以上の流れも、中央集権から地方分権への流れと国土計画における多極分散型・多軸型国土構造

への転換によって変わりつつある。これからのあるべき国土構造は、どこの地域とも自由に交流で

きる水平ネットワーク型である。それを実現するには、東京を経由せずに東北日本と西南日本がス

ムーズに交流できる新国土軸を形成しなければならない。

　以上の視点から新国土軸のルートは、東北日本の太平洋岸と名古屋・京阪神とを最短で結ぶ幹線

交通路が最適となろう。それは群馬県央地域経由の中山道ルートである。換言すれば、群馬県央地

域は国土の中央部において横断と縦断の国土軸が交差する交流結節地域に位置する。そうした位置

にある群馬県央地域を交流拠点として活性化することで、肥大化する東京の存在によって東西交通

を遮断してきたこれまでの国土構造・交通体系の転換を促すことになる。

　群馬県央部が日本海側と太平洋側をつなぎ、東京一極集中の是正と国土軸の多軸化に弾みをつけ

ることで、水平ネットワーク型国土構造への転換に寄与することができよう。また、工業化社会に

おいては交流拠点が太平洋沿岸部に偏って形成されたが、群馬県央百万都市を育てることにより、

内陸にも交流拠点の構築が可能なことを国民に広く認知させることができる。

　以上のように群馬県央地域でのブランド力のある百万都市の創成は、群馬県のみならず日本全体

の知識情報化社会の構築に多大な貢献を果たすと言える。
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　２）北関東・上信越自動車道を活かした物流・生産軸としての新横断国土軸

　2011 年に予定される北関東自動車道の全通によって、関東エリアにおいて太平洋岸と日本海岸

が高速道路で繋がる。他方で 21世紀になり、環日本海経済圏が急成長をしており、これまでの環

太平洋経済圏と肩を並べるまでになってきている。また、日本との貿易量において中国語圏が、す

でにアメリカとの貿易量を大きく凌駕した。そのため、太平洋側の常陸那珂港と日本海側の直江津

港が高速道路で結ばれることで、物流の活発化と沿線工業化が進みつつある。

　中国をはじめとする海外での生産も次第に難しくなり、国内生産に転換する企業や部門の増加が

予想される。その際、東京に近く環日本海経済圏と環太平洋経済圏を繋ぐ北関東・上信越道沿線は、

新しい横断国土軸となり、物流・生産軸しての地位を高めよう。

　なお、この新しい横断国土軸上には概ね 450 万人が生活する。鉄道では碓氷峠で分断された JR

信越線・両毛線・水戸線が通じるが、450 万人いるにしてはこれらの鉄道の整備は十分でない。

東京との連携を重視した結果として、北関東を横断する交流軸が弱くなっている。150kmほどの

両毛線・水戸線沿線に 450 万人が生活し経済活動を行っているにも係わらず、両毛線・水戸線は

単線で快速も走らないローカル線のままである。これだけの人口密度の地域は全国的に見ても少な

い。それだけに両毛線・水戸線両線の強化は緊要の課題となる。東京との連携を強めれば東京の勢

力に飲み込まれるだけである。他方、新しい横断国土軸を強化することで、東京と一定の距離を保

ちつつ、軸沿線に東京に依存しない多くの自律発展型自立都市の構築が可能となろう。

　３）上越新幹線・関越自動車道を活かした人流・消費軸としての横断国土軸

　東京と新潟を結ぶ上越新幹線・関越自動車道を活かした横断国土軸はこれまでも大きな役割を果

たしてきた。しかし、北陸新幹線の開通で東京ー（上越新幹線）ー越後湯沢ー（ほくほく線）ー直

江津のルートが、東京ー（上越・北陸新幹線）ー上越（直江津）に変わる。これにより上越新幹線

の高崎以北が閑散化し、上越新幹線が枝線化しかねない。それを避けるにはロシヤなどとの関係強

化を図ることで新潟市のステイタスを向上させ、東京ー新潟間をこれまで同様、人流・消費軸の横

断国土軸として充実する必要がある。なお、この地域を車社会から公共交通中心の社会に転換させ

る際の骨格として在来線の上越線とほくほく線は重要となる。同時にこの両線は今後輸送力の強化

が必要となる太平洋岸と日本海岸を結ぶ貨物輸送線として利用することで、新幹線の並行在来線の

活性化に繋げられると考えられる。

　４）新旧国土軸の活用と技術革新による内陸型都市開発モデルの提案

　以上見てきたように、性格の異なる新旧国土軸が交差することで、群馬県央地域の結節性は大き

く向上するであろう。この高速交通体系を活かし、自立した 21世紀型都市・群馬県央百万都市を

創造することが可能であり、それによって日本の新しい国土構造の創成にも貢献できよう。

　工業社会の 20世紀は、日本に存在しない大量の地下資源を輸入・加工し、輸出することで発展
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できた。そのため、物資の輸出入に便利な臨海部を中心に都市が発達した。しかし、知識情報社会

の 21世紀は、20 世紀の工業技術を知識・知恵によって止揚し、環境負荷を軽減するなかで新た

な発展を模索する世紀である。たとえば、20世紀には動力エネルギーを確保するために巨大な石

油関連産業が生まれた。だが、知識情報技術によって強力な小型太陽電池が開発され、安価に生産

できるようになれば、巨大石油関連産業の必要性も低下し、産業立地・都市配置も大きく変化する。

　内陸部とはいえ、知識情報化社会においては新旧国土軸の活用と技術革新によって新しいタイプ

の大都市の構築が可能となる。群馬県央地域に人材を集積させることで、開発拠点を構築できる。

日本列島の内陸中央に位置する群馬県央地域のポテンシャルは高い。群馬県央地域はかかる内陸型

都市開発モデルの提案に最も適した地域と言えよう。

　５）分権型国土基盤づくりとしての「北関東信越」州の構築

　政府の地方制度調査会の道州制区割り案によると、群馬県には「関東甲信越」・「関東」と長野・

埼玉両県の入る「北関東」の組み合わせが提案された。「北関東」に埼玉を入れることは、東京中

心の人・物・金・情報の流れや結節性を強化することになる。そこにはさいたま市を州都にし、政

府の出先「さいたま新都心」の機能強化で東京から北関東をコントロールしようとする意図が見え

る。この案では、地域間の序列意識・上下関係が増長され、北関東を衰退させるだけである。分権

型国土も自立した 21世紀型県央百万都市も築けない。

　北関東 3県には、水戸―前橋・高崎間 150km ほどの間に水戸、宇都宮、両毛、前橋・高崎の

80～ 100 万の人口集積・連坦市街地をもつ大都市化分都市化型の都市群がある。しかし、現状は

大都市化分都市化型都市内部も、水戸、宇都宮、両毛、前橋・高崎間相互の繋がりも、東京によっ

て分断されている。それは４つの百万都市級人口集積地を縦貫する JR 両毛・水戸両線のあまりに

も未整備な状況、多くの輸送需要があるのに未だ開通しない北関東自動車道の建設に象徴される。

東京に依存していては北関東の発展は望めない。

　北関東は道州制の導入を機会に、東京と対峙できるように連携を強めるべきである。北関東は経

済力や観光資源などの地域資源に恵まれながら、日経リサーチの地域ブランド認識結果で栃木県は

最下位、群馬県・茨城県も最下位に近い６）のは、東京の陰に隠れ、独自性を発揮できないためと

いえる。それを改善するには、北関東・信越が連携した日本列島横断型の州形成が良いと考える７）。

東京圏にある埼玉とは一線を画し、道州制論議の中でこれまで東京の下で影の薄かった北関東の良

さを発揮できる空間的枠組みとその組織化を図るべきである（図２）。

６．群馬県央百万都市の実現方策

　１）多彩な文化・地域資源を活かした多様性のある都市づくり

　県央百万都市の創造は、中小都市群の連合体であり、市域も広大になる。分権・地域主権を重視
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する知識情報化社会にあっては、自治体の規模に大小があっても上下関係でなく連携することが重

要である。そのため、特定の都市による小規模自治体の吸収合併は好ましくない。対等合併した広

大な市域を、地域性・歴史性に基づき分節化（分都市化）し、それぞれの地域資源を活かした多様

性のある都市づくりを目指すべきである。

　ところで県央百万都市創造では、明治期の県庁争奪戦における前橋と高崎の確執など、これまで

の歴史的経過からして都市名をどうするか、どこが中心になるかが問題になろう。これに関しては

これまでの確執を解消し、一体として協働で新たな都市建設を行わねばならない。そのために都市

名は全国民に認知されやすく、全市民に愛着を持って受け入れられるものを市民の英知を絞って決

める以外ないであろう。少なくとも、市民感情からして既存の都市名を使うことは適さない。既存

都市名は行政区名に残せば良い。

　前橋と高崎の中心街間の距離は 9kmにすぎない。この距離は東京の池袋と渋谷の距離に等しく、

交通が至便であれば双子都心として一体で様々な計画を立てることができよう。敢えてどちらかを

優位にすることはない。双方が都心区として特徴を出し、競うことで多様性のある都心が形成され

る。

　行政区は概ね 5～ 10万人で区域割りすればよい。たとえば前橋や高崎・伊勢崎の中心街を含む

地域は、それぞれ前橋区・高崎区・伊勢崎区にし、前橋の利根川の西は、前橋西区や利根西区など

地域性や歴史性を勘案した区名を考案する必要があろう。いずれにせよ、分都市として市民が誇り

図２　分権型・水平ネットワーク型と階層型国土構造としての関東の地域構造の相違（戸所　隆　原図）
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を持てる区名と区域を知恵を絞って創出することが大切である。　

　２）特別職としての区長と地域審議会による地域自治区の構築

  県央百万都市はかなり広域の行政域を持つことになる。そのため、都市内分権を導入し、都市内

分権を実効できる区制を創造する必要がある。一般的に政令指定都市の行政区の区長は一般職の局

長ないしは部長クラスとなる。この場合、予算請求権・執行権は皆無に等しく、区役所は市民の窓

口業務に終始する。また、一定限度の予算執行権を付与しても、予算執行をチェックする議会など

の機能がない。そのため、都市内分権を実効化させるには特別職の区長を市長が選任し、一定の権

限を与え、そのチェック機関として行政区選出の市議会議員を含む地域審議会を設置するのも一案

である。こうすることで、地域に即した分権的行政ができ、区長と市長とに齟齬が生じた時も、市

長の人事権が発動しやすくなる。

　３）鉄道による放射環状型都市軸の構築と産業基盤の強化・ビジター産業の育成

　県央百万都市のように広域の市域を持つ場合、鉄道を基軸とした多極連携型（大都市化分都市化

型）都市構造が適している。既存の高崎線新町ー高崎間・両毛線高崎ー伊勢崎間に加え、JR 両毛

線伊勢崎駅ー JR 高崎線新町間に 10kmほどの新線を建設すれば、群馬県央地域には環状鉄道線が

形成できる（図１参照）。また、高崎駅からは JR 信越線・上信電鉄線、新前橋駅からは北へ JR 上

越線・JR 吾妻線、前橋からは上毛電鉄線、伊勢崎駅からは JR 両毛線・東武伊勢崎線、新町駅から

は JR 高崎線、北藤岡駅からは JR 八高線が放射状に敷設され、県央地域と周辺地域を結節している。

この環状鉄道線と既存の放射鉄道を一体的に結節すれば、群馬県央百万都市構想の骨格をなす放射

環状型都市軸となる８）。

　しかし、この放射環状型鉄道網は必ずしも多くの人々に利用されていない。その理由は大きく２

つある。その一つは、この地域が過剰なまでの自家用車社会であり、鉄道は遠隔地へ行く際の乗り

物との潜在意識が強いことである。他の一つは、東京へ行くのに便利なダイヤ構造になっており、

域内移動に不便な乗り継ぎ構造になっているためである。

　従来の地方都市における鉄道交通体系は、ダイヤや車両など運行形態において大都市との結節を

優先させてきた。そのため、ローカル線への乗り継ぎや大都市方面以外へのダイヤ編成に不合理さ

がみられる。地方都市の鉄道は、大都市に比べ運行本数が少ない上に、かかる不合理さを持つ。こ

の結果、乗り継ぎ時間が必要以上にかかり、乗降客数の減少を招いてきた。

　以上を是正するには、東京など大都市への結節を優先する鉄道体系から、県央百万都市内での移

動を優先したダイヤ構造にする必要がある。それには新幹線などの主要幹線鉄道を除き、地方都市

圏内の連携を優先する鉄道網・ダイヤへ転換しなければならない。これは大都市圏従属型の地方都

市圏を分権化社会における自律発展型地方中核都市圏へと再構築する手段でもある。また、これに

よって鉄道を活かした大都市化・分都市化構造のまちづくりも可能となる。
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　これまで多くの地方都市における鉄道は、都市間交通とりわけ大都市へ出る際に利用されてきた。

都市内交通の中心は自動車であり、それも自家用車中心の交通体系になってきている。そのため、

市街地の拡大が一気に進み、それが鉄道・バスなどの公共交通を衰退させてきた。東京の山手線や

大阪環状線では、各駅を中心に個性あるコンパクトな中心街が形成されている。また、それらを水

平ネットワークした集合体として、東京 23区や大阪市がある。

　環状鉄道線を基軸に、歩いて暮らせるコンパクトなまちを造るには、①歩いて鉄道駅へアクセス

できる半径 1kmの駅勢圏が連続するべく駅を増設し、②駅周辺地域を魅力ある中心街にしなけれ

ばならない。また、③鉄道駅を中心に形成された街への自動車の乗入れ規制を実施する必要がある。

すなわち、鉄道沿いに歩行環境に優れた魅力ある連坦市街地を形成し、駅勢圏を補完する近距離バ

ス網の育成が重要となる。

　県央百万都市を活性化させるには政令指定都市へと都市格を上げ、国内外の人々の認知度を高め

ねばならない。そのためには交流人口・ビジターを活かした産業が不可欠になる。交流人口・ビジ

ターを顧客とした産業は、自動車交通中心の街でなく、歩いて暮らせる街に成長する。コンパクト

な歩いて暮らせる街は、地域内外からの集まった人々の交流がしやすく、ビジター産業育成の基礎

条件となる。そのため、ビジター産業を活かしたコンパクトなまちづくりには、交通体系を自家用

車中心から公共交通中心に転換させ、誰もが安心して交流できる条件整備が不可欠である。

７．県央百万都市・北関東信越州実現への考え方 ーまとめに代えてー

　県央百万都市の実現には、第一に県央地域の既存自治体が、従来の都市間競争から協調路線へと

転換しなければならない。第二に既存自治体の一体化を図り、各自治体の個性・地域資源を活かし

た「大都市化分都市化型」県央百万都市づくりが求められる。

　それはどのような大都市であろうか。県央百万都市（大都市）を一つの家庭と考えれば、各自治

体（分都市）は一人一人の家族といえる。父親の遠隔地単身赴任をはじめ、家族がバラバラに生活

している家庭には将来への不安がある。また、自分たちの資産を蓄積していくべき地域がどこかも

判らなくなる。他方で、三世代が同居する家庭には安定感がある。そうした家庭が一体となり、仲

良くそれぞれの役割を果たすべく一生懸命に働けば、益々活力のある円満な家庭となる。反対に、

三世代が同居する家庭でも、家族がいがみ合い、勝手な振る舞いをすれば、その家庭は崩壊する。

　同様のことが県央百万都市のような中小都市から成る連携型大都市では生じる。県央百万都市の

実現には、構成する各自治体（分都市）が、相互に仲良く連携し、それぞれの地域資源を活かしつ

つ共通の目標に向かって努力することが重要となる。また、円満な家庭のように、自然に役割分担

が決まり、地域全体のためにそれぞれが力を尽くす必要がある。そうすることで、地の利を得た群

馬県央地域には、これまでにない 21世紀の日本を担う「大都市化分都市化型」の強力な百万都市

が創成されると確信する。群馬県央地域に与えられた高い地域ポテンシャルを国土形成に活かすこ
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とは、この地域の責務でもある。

　以上の円満家庭型大都市が両毛地域、宇都宮地域、水戸地域、長野地域、佐久・上田地域、上越

地域にも形成可能である。それが実現すれば、北関東信越にはそれらが一体となった仲の良い親族・

大都市連合が構築されよう。その形態はまさに新型メガロポリスとなる。環太平洋経済圏と環日本

海経済圏を結ぶこの新型メガロポリスを中軸とした北関東信越州が構築されれば、群馬県央地域は

東海道メガロポリスと北関東信越メガロポリスの交流点となる。それにより円満家庭型大都市づく

りを先導してきた県央百万都市のステイタスは一段と高まり、日本の国土構造を変える力も確保で

きよう。北関東自動車道の完成を機に、北関東信越メガロポリスを構築し、東京と対峙する形で、

県央百万都市・北関東信越州づくりを進めることが、分権時代を先導する地域政策となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（とどころ　たかし・高崎経済大学地域政策学部教授）

＜注＞
１）総務省ホームページ（2008 年 5月現在）
２）戸所隆：『地域主権への市町村合併ー大都市化・分都市化時代の国土戦略ー』古今書院、　　69-84 頁、2004.
３）戸所隆：分都市化と大都市化 - コンパクトな都市づくり、日本都市学会年報 34、160-165 頁、　2001．
４）V.R.Fuchs :Statistical Explanations of the Relative Shift of Manufacturing among Regions of the United States,  Papers of 
Regional Science Association, vol.8,  pp.106-107, 1962.  
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